
救急自動車は約5.5秒（前年5.8秒）に１回の割合で出
動しており、国民の約25人（前年26人）に１人が搬送
されたことになります。
また、現場到着までの時間は、全国平均で8.2分（前
年8.1分）であり、病院収容までの時間は全国平均で
38.1分（前年37.4分）となっています。（図２参照）

搬送人員の50.4%が入院加療を必要としない傷病者
平成23年中の救急自動車による搬送人員517万8,862
人のうち、死亡・重症・中等症の割合は全体の49.5％、
入院加療を必要としない軽症傷病者（50.4％）及びそ
の他（0.1％）の割合は合計で50.5％と過半を占めてい
ます。（図３参照）
また、年齢区分別事故種別搬送人員のうち高齢者は、
平成22年国勢調査の人口割合23.0％に対して、搬送人員
の割合は52.0％と高い割合を占め、高齢者の11人に１人
が搬送されていることとなり、全人口で算定した場合の
25人に１人と比較して2.3倍となっています。（表２参照）

バイスタンダーによる応急手当件数の割合
平成23年中消防機関の実施する応急手当普及講習の

平成24年 
救急・救助の現況

救急企画室・参事官・ 
広域応援室

救急業務の実施状況

救急出動件数、搬送人員ともに過去最多
平成23年中の救急自動車による救急出動件数は570万
7,655件（対前年比24万3,973件増、4.5％増）、搬送人
員は518万2,729人（対前年比20万3,192件増、4.1％増）
で救急出動件数、搬送人員ともに過去最多を記録しまし
た。（図１参照）
救急自動車による搬送人員を事故種別ごとにみると、
最も多いのは急病（322万8,856人、62.3％）、次いで一
般負傷（73万9,910人、14.3％）、交通事故（55万3,796
人、10.7％）となっています。（表１参照）

1

事故種別
平成22年中 平成23年中 対前年比

搬送人員 構成比（%） 搬送人員 構成比（%） 増減数 増減率（%）

急　病 3,078,576 61.8 3,228,856 62.3 150,280 4.9

交通事故 561,646 11.3 553,796 10.7 ▲ 7,850 ▲ 1.4

一般負傷 692,606 13.9 739,910 14.3 47,304 6.8

加　害 32,999 0.7 32,646 0.6 ▲ 353 ▲ 1.1

自損行為 51,833 1.0 50,877 1.0 ▲ 956 ▲ 1.8

労働災害 43,407 0.9 46,733 0.9 3,326 7.7

運動競技 35,711 0.7 35,998 0.7 287 0.8

火　災 6,501 0.1 6,671 0.1 170 2.6

水　難 2,442 0.1 2,347 0.0 ▲ 95 ▲ 3.9

自然災害 235 0.0 2,447 0.1 2,212 941.3

そ の 他 473,581 9.5 482,448 9.3 8,867 1.9

合　計 4,979,537 100.0 5,182,729 100.0 203,192 4.1
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表１　救急自動車による事故種別搬送人員

図１　救急自動車による救急出動件数および 
搬送人員の推移

図２　現場到着時間及び病院収容時間の推移

軽症
2,612,920
（50.4%）

搬送人員数
5,178,862人中等症

1,997,674
（38.6%）

その他
4,712
（0.1%）

重症
484,583
（9.4%）

死亡
78,973
（1.5%）

図３　救急自動車による傷病程度別搬送人員の状況

※東日本大震災の影響により、釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部のデータを除いた
数値で集計しています。

※東日本大震災の影響により、平成22年及び平成23年の釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市
消防本部のデータを除いた数値で集計しています。
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となっています。（図５参照）
また、１ヵ月後社会復帰率についても、7.2％で、平
成22年中より0.3ポイント増加し、過去最高となり、平
成17年中と比べ、約2.2倍（3.9ポイント増加）となっ
ています。（図６参照）

一般市民による除細動実施件数の増加
AED（自動体外式除細動器）が公共施設や事業所等
さまざまな個所に配備されてきていることもあり、平
成23年中の一般市民による除細動の件数は1,433件（対
前年比135件増、10.4％増）となっています。なお、１ヵ
月後生存率、１ヵ月後社会復帰率共に過去最高となり

修了者数は、142万5,550人でした。
実際に救急搬送の対象となった心肺機能停止症例の
43.0％にあたる54,652人に、バイスタンダー（救急現場
に居合わせた人）による応急手当（胸骨圧迫（心臓マッ
サージ）・人工呼吸・AED（自動体外式除細動
器）による除細動）が実施されております。（図４）

心原性でかつ一般市民により心肺機能停止
の時点が目撃された症例の１ヵ月後生存率
及び社会復帰率の推移
平成23年中に救急搬送された心肺機能停止
傷病者のうち、心原性でかつ一般市民により
心肺機能停止の時点が目撃された症例の１ヵ
月後生存率は11.4％で、平成21年中及び平成
22年中と同率で過去最高となっており、平成
17年中と比べ、約1.6倍（4.2ポイント増加）

0

300,000

600,000

900,000

1,200,000

1,500,000

1,800,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45
（人）

平成6年 23年22年21年20年19年18年17年16年15年14年13年12年11年10年9年7年 8年

13.4 13.0
15.1

16.9
19.7

23.0
24.9

26.6 27.8
30.8

33.5 33.6
35.3

39.2
40.7

42.7 42.7 43.0

257,036
414,257

517,058
623,468

690,507
839,114

910,092
954,834

1,029,308
1,143,692

1,119,610
1,215,985

1,467,134

1,572,328
1,619,119

1,566,172
1,485,863

1,425,550

応急手当実施割合（%）

応急手当講習受講者数（人）

257,036
414,257

517,058
623,468

690,507
839,114

910,092
954,834

1,029,308
1,143,692

1,119,610
1,215,985

1,467,134

1,572,328
1,619,119

1,566,172
1,485,863

1,425,550

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

20.0%
22.0%
24.0%

26.0%

28.0%

30.0%
32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%
42.0%

44.0%

46.0%

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年

心肺機能停止全症例のうち、
一般市民により除細動が実施
された件数

一般市民により心肺機能停止
の時点が目撃された心原性の
心肺停止症例のうち、一般市
民により除細動が実施された
件数

一般市民により心肺機能停止
の時点が目撃された心原性の
心肺停止症例のうち、一般市
民により除細動が実施された
症例の１ヵ月後生存率

一般市民により心肺機能停止
の時点が目撃された心原性の
心肺停止症例のうち、一般市
民により除細動が実施された
症例の１ヵ月後社会復帰率

92

264
486

807
1,007

1,298
1,433

46
144 287

429

583 667
738

26.1%

33.3%

42.5%
43.8% 44.3% 45.1% 45.1%

23.9%

29.2%

35.5%

38.2%
35.8%

38.2%
38.9%

表２　救急自動車による年齢区分別事故種別
搬送人員の状況

図４　応急手当講習受講者数と心肺機能停止傷病者
への応急手当実施率の推移

図７　一般市民により除細動が実施された件数の推移
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※東日本大震災の影響により、平成22年及び平成23年の釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市
消防本部のデータを除いた数値で集計しています。

※東日本大震災の影響により、平成22年及び平成23年の釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部のデータを除いた
数値で集計しています。
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図５　心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
時点が目撃された症例の１ヵ月後生存率の推移

図６　心原性でかつ一般市民により心肺機能停止の
時点が目撃された症例の１ヵ月後社会復帰率の推移

※東日本大震災の影響により、平成22年及び平成23年の釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市
消防本部のデータを除いた数値で集計しています。

（注）   １　年齢区分は、次によります。
　　　　(1)　新生児　生後28日未満の者
　　　　(2)　乳幼児　生後28日以上満７歳未満の者
　　　　(3)　少　年　満７歳以上満18歳未満の者
　　　　(4)　成　人　満18歳以上満65歳未満の者
　　　　(5)　高齢者　満65歳以上の者
 　　２　本表には、平成22年国勢調査人口中の年齢不詳976,423人は、含まれていません。
 　　３　 東日本大震災の影響により、釜石大槌地区行政事務組合消防本部及び陸前高田市消防本部のデータ

を除いた数値で集計しています。
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ました。（図７参照）

救助業務の実施状況

救助出動件数は「交通事故」、救助活動件数は「建物
等による事故」がそれぞれ第１位
平成23年中の救助出動件数は、８万7,896件（対前年
比3,632件増、4.3%増、過去第２位）、救助活動件数は、
５万7,641件（対前年比2,610件増、4.7%増、過去最多）、
救助人員は、６万3,618人（対前年比4,936人増、8.4%増、
過去第２位）となりました。
・救助出動件数（救助隊が出動した件数）は、全体で
８万7,896件であり、交通事故が２万8,458件（対前
年比557件減、1.9%減）で、昭和55年以降、第１位
の種別となっています。（図８参照）

・救助活動件数（救助隊が実際に活動した件数）は、全
体で５万7,641件であり、建物等による事故が２万
783件（対前年比1,551件増、8.1%増）で、平成20年

以降、第１位の種別となっています。（図９参照）
・救助人員（救助隊等が救助活動により救助した人員）
は、全体で６万3,618人であり、交通事故が２万1,578
人（対前年比1,771件減、7.6%減）で、昭和55年以降、
第１位の種別となっています。（図10参照）

・東日本大震災の影響により、自然災害における救助出
動件数は1,779件（対前年比1,387件増、354%増）、
救助活動件数は1,244件（対前年比965件増、346%
増）、救助人員は6,472人（5,970人増、1,189%増）
であり、大幅に増加しています。

消防防災ヘリコプターの出動状況

消防防災ヘリコプターによる災害出動件数が過去最多
を記録
消防防災ヘリコプターによる災害出動件数は年々増加
傾向にあり、平成23年中の災害出動件数は東日本大震
災の影響を受け過去最多の7,775件（前年比568件増）
を記録しました。
内訳は、救急出動が3,447件（前年比491件減）、救助
出動が1,777件（前年比182件減）、火災出動が1,228件
（前年比87件増）、その他出動が1,323件（前年比1,154
件増）となりました。

2

3

問合わせ先
（救急） 消防庁救急企画室救急連携係　伊藤、菅原 

  TEL: 03-5253-7529
（救助） 消防庁国民保護・防災部参事官付　小宮、大田 

  TEL: 03-5253-7507
（航空） 消防庁国民保護・防災部防災課広域応援室航空係　大住、山本 

  TEL: 03-5253-7527

0 87896

救助出動件数８万7,896件（100.0％）
火災

5,682 件 (6.5%)
152 件増、2.7% 増
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1,462 件増、5.9% 増

その他
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救助活動件数５万7,641件（100.0％）
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救助人員６万3,618件（100.0％）
火災
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図８　救助出動件数（救助隊等が出動した件数）

図９　救助活動件数（救助隊等が実際に活動した件数）

図10　救助人員（救助隊等が救助活動により救助した人員） 0
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図11　消防防災ヘリコプターによる出動状況
（平成13年〜平成23年）

（注）１　 東日本大震災の影響により、平成23年１月１日から３月10日までの釜石大槌地区行政事務組合消防本
部及び陸前高田市消防本部のデータを除いた数値で集計しています。

　　  ２　 東日本大震災において、緊急消防援助隊及び県内応援隊が実施した救助活動の一部のデータが含まれ
ていません。

※ 「その他」とは、地震、風水害、大規模事故等における警戒、指揮支援、情報収集等の調査活動並びに資機材
及び人員搬送等、火災、救助、救急出動以外の出動をいいます。

　東日本大震災の出動件数については、「その他」とし、被災地に派遣された期間について、原則1日１件として
計上しています。
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